
適 不適

集団指導 　本市が実施する集団指導に出席等していますか。

　＜過去２年の出席状況＞
　　　令和　　　年度・・・（　出席　・　欠席　）
　　　令和　　　年度・・・（　出席　・　欠席　）
　
　
※「欠席」したことがある場合は、右側の「不適」の場合の事由等の欄に
「欠席」した理由を記載してください。
　
➢集団指導の内容は参加者が参加する意味のあるものとなるように、介
護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正内容、
高齢者虐待事案をはじめとした過去の指導事例等を中心としたカリキュラ
ムとすることから、本市は集団指導への参加を重要であるものと考えてい
ます。
　
➢集団指導を欠席した場合、当日の資料には掲載のない情報も含め貴重
な伝達の機会が失われることから、欠席した事業所については、次回集団
指導は、必ず出席してください。

□ □

適 不適

Ⅰ　定義及び基本方針
１．定義

法第８条第６項

２．一般原則

条例第３条
予防条例第３条

（１）利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサー
ビスの提供に努めなければならない。

□ □

（２）事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市、他の
居宅（介護予防）サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉
サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 □ □

（３）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行
うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければ
ならない。

□ □

（４）サービスを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する
介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよ
う努めなければならない。 □ □

（５）申請者は、法人とする。
□ □

○（介護予防）居宅療養管理指導
（基本方針、人員、設備、運営の基準）

※根拠
➢介護保険法（以下「法」という。）
➢鹿児島市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（以下「条例」という。）
➢鹿児島市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
の基準に関する条例（以下「予防条例」という。）

自己点検表　
　各点検項目について確認した結果を「点検結果」の □ に ✓チェックし、不適の場合はその事由等を記載してください。　　　　

　　　　　　　　　事業所名（　　　　　　　　　　　　　　                　　）　

○集団指導

※根拠
➢介護保険施設等の指導監督について（令和４年３月３１日付老発０３３１第６号、厚生労働省老健局長通知、別添１「介護保険施設等
指導指針」）

点検項目 確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

　「居宅療養管理指導」とは、居宅要介護者について、病院、診療所又は薬局（以下「病院等」という。）の医師、
歯科医師、薬剤師その他厚生労働省令で定める者により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働
省令で定めるものをいう。
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

３．基本方針

条例第８９条

　指定居宅サービスに該当する居宅療養管理指導(以下「指定居宅療養
管理指導」という。)の事業は、要介護状態となった場合においても、その
利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士
(歯科衛生士が行う居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、看護
師及び准看護師を含む。以下この章において同じ。)又は管理栄養士が、
通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問して、その心身の状況、置
かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を
行うことにより、その者の療養生活の質の向上を図っていますか。

□ □

予防条例第８７条 　指定介護予防サービスに該当する介護予防居宅療養管理指導(以下
「指定介護予防居宅療養管理指導」という。)の事業は、その利用者が可
能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、医
師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士(歯科衛生士が行う介護予防居宅療
養管理指導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護師を含む。)
又は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問し
て、その心身の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療
養上の管理及び指導を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を
図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとなっていま
すか。

□ □

Ⅱ　人員に関する基準
１．従業者の員数

条例第９０条
予防条例第８８条

（１）次に掲げる指定居宅療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、次
に定めるとおり配置していますか。

①病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所

ア　医師又は歯科医師
イ　薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士(その提供する指定居宅療養
管理指導の内容に応じた適当数)

②　薬局である指定居宅療養管理指導事業所

　薬剤師

□ □

（２）事業者が指定介護予防居宅療養管理指導事業者の指定を併せて
受け、かつ、指定居宅療養管理指導の事業と指定介護予防居宅療養
管理指導の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場
合については、指定介護予防サービス等条例第88条第1項に規定する
人員に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たし
ているものとみなすことができます。

□ □

Ⅲ　設備に関する基準
（１）事業所は、病院、診療所又は薬局であって、指定居宅療養管理指導
の事業の運営に必要な広さを有しているほか、指定居宅療養管理指導の
提供に必要な設備、備品等を備えていますか。

➤設備及び備品等については、当該病院又は診療所における診療用に
備え付けられたものを使用することができます。

□ □

（２）事業者が指定介護予防居宅療養管理指導事業者の指定を併せて受
け、かつ、指定居宅療養管理指導の事業と指定介護予防居宅療養管理
指導の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につ
いては、指定介護予防サービス等条例第89条第1項に規定する設備に関
する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものと
みなすことができます。

□ □

Ⅳ　運営に関する基準
１．内容及び手続の
説明及び同意

条例第９７条準用条
例第８条
予防条例第９３条準
用予防条例第５０条
の２

（１） あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、利用申込者のサー
ビスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して懇
切丁寧に説明を行っていますか。
　
➢利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項
①運営規程の概要
②居宅療養管理指導従業者の勤務の体制
③事故発生時の対応
④苦情処理の体制
⑤提供するサービスの第三者評価の実施状況

□ □

設備等

条例第９１条
予防条例第８９条
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

１．内容及び手続の
説明及び同意

（２） 当該事業所からサービスの提供を受けることについて、利用申込
者の同意を得ていますか。

□ □

２．提供拒否の禁止

条例第９７条準用条例
第９条
予防条例第９３条準用
予防条例第５０条の３

　正当な理由なくサービスの提供を拒んだことはありませんか。

　→事例（　有　・　無　）

➢正当な理由の例
①事業所の現員から応じきれない場合
②申込者の居住地が通常の事業の実施地域外
③その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な
場合

□ □

３．サービス提供困難
時の対応

条例第９７条準用条例
第１０条
予防条例第９３条準用
予防条例第５０条の４

　自ら適切なサービスを提供することが困難な場合は、当該利用申込者に
係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の事業者等の紹介、その
他の必要な措置を速やかに講じていますか。

　→事例（　有　・　無　） □ □

（１）サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者
証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効
期間を確かめていますか。 □ □

（２）被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定
審査会意見に配慮して、介護サービスを提供するように努めています
か。

（１）利用申込者が要介護認定又は要支援認定を受けていない場合は、
既に要介護認定の申請をしているか確認していますか。

□ □

（２）利用者が要介護認定又は要支援認定を申請していない場合は、利用
申込者の意思を踏まえて速やかに申請が行われるよう必要な援助を行っ
ていますか。

➢居宅介護支援が行われていない利用者の場合であって、必要と認める
ときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも有効期間が終了する３０日
前にはなされるよう、必要な援助を行わなければならない。

□ □

６．心身の状況等の
把握

条例第９７条準用条
例第１３条
予防条例第９３条準
用予防条例第５０条
の７

　サービスの提供に当たっては、利用者に係るサービス担当者会議等
を通じて、利用者の心身の状況、病歴、服薬歴等、その置かれている環
境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に
努めていますか。
　
➢開催状況や事業所の出席状況は適切か。開催されていない場合は、
それに代わる対応を講じているか。

□ □

（１）事業者は、サービスを提供するに当たっては、居宅介護支援事業
者等（※）との密接な連携に努めていますか。

※介護予防事業においては、介護予防支援事業者

□ □

（２）事業者は、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家
族に対して適切な指導を行うとともに、主治の医師及び居宅介護支援
事業者に対する情報の提供並びに保健医療サービス又は福祉サービ
スを提供する者との密接な連携に努めていますか。

８．居宅サービス計画
に沿ったサービスの
提供

条例第９７条準用条
例第１６条
予防条例第９３条準
用予防条例第５０条
の１０

　居宅サービス計画（※）が作成されている場合は、当該計画に沿った
サービスを提供していますか。
　

※介護予防事業においては、介護予防サービス計画

□ □

５．要介護認定の申請
に係る援助

条例第９７条準用条例
第１２条
予防条例第９３条準用
予防条例第５０条の６

４．受給資格等の確
認

条例第９７条準用条
例第１１条
予防条例第９３条準
用予防条例第５０条
の５

７．居宅介護支援事
業者等との連携

条例第９７条準用条
例第６８条
予防条例第９３条準
用予防条例第６８条
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

９．身分を証する書類
の携行

条例第９７条準用条例
第１８条

（１）居宅療養管理指導従業者に身分を証する書類を携行させ、利用者又
はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しています
か。

➢利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう定められたもの。

□ □

（２）身分を証する書類には、事業所の名称、居宅療養管理指導従業者の
氏名の記載がありますか。

➢身分証の様式は任意の様式となるが、居宅療養管理指導従業者の写
真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。

□ □

１０．サービスの提供
の記録

条例第９７条準用条
例第１９条
予防条例第９３条準
用予防条例第５０条
の１３

（１）事業者は、サービスを提供した際は、当該指定居宅療養管理指導
の提供日及び内容、当該指定居宅療養管理指導について利用者に代
わって支払いを受けるサービス費の額その他必要な事項を書面に記録
していますか。

➢利用者及び事業者が、その時点での支給限度額の残額やサービス
の利用状況を把握できるようにするために、サービスの提供日、内容、
保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書
面又はサービス利用票等に記載しなければならない。

□ □

（２）事業者は、サービスを提供した際は、提供した具体的なサービスの
内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合は、文書の
交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供していま
すか。

➢「その他適切な方法」
　　例：利用者の用意する手帳等に記載する。

□ □

（１）事業者は、法定代理受領サービスを提供した際は、その利用者か
ら利用料の一部として利用者負担分の支払を受けていますか。

➢利用者負担額（介護保険負担割合証に定める割合の額）の支払いを
受けているか。

□ □

（２）法定代理受領サービスである場合と、そうでない場合との間に不合
理な差額を設けていませんか。

□ □

（３）事業者は、（１）及び（２）の支払を受ける額のほか、指定居宅療養
管理指導の提供に要する交通費の額の支払を利用者から受けることが
できますが、受けていますか。

→交通費の受領　（　有　・　無　）

□ □

（４）事業者は、（３）の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あ
らかじめ利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用に
ついて説明を行い、利用者の同意を得ていますか。 □ □

１２．保険給付の請求
のための証明書の交
付

条例第９７条準用条例
第２１条
予防条例第９３条準用
予防条例第５１条の２

　法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用料の支払を受
けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要な事項を記
載したサービス提供証明書を利用者に対して交付していますか。

　→事例：（　有　・　無　） □ □

（１）指定居宅療養管理指導は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の
防止に資するよう、計画的に行われていますか。

□ □

（２）事業者は、自らその提供する指定居宅療養管理指導の質の評価を行
い、常にその改善を図っていますか。

□ □

１３．指定居宅療養管
理指導の基本取扱方
針

条例第９３条

１１．利用料等の受領

条例第９２条
予防条例第９０条
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

１３－２．指定介護予
防居宅療養管理指導
の基本取扱方針

予防条例第９４条

（１）指定介護予防居宅療養管理指導は、利用者の介護予防に資するよ
う、その目標を設定し、計画的に行われていますか。

□ □

（２）事業者は、自らその提供する指定介護予防居宅療養管理指導の質
の評価を行い、常にその改善を図っていますか。

□ □

（３）事業者は、サービスの提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態
とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的
とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たってますか。 □ □

（４）事業者は、利用者がその有する能力を最大限活用することができるよ
うな方法によるサービスの提供に努めていますか。

□ □

（１）医師又は歯科医師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に掲
げるところによるものとする。

①指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等により常に利
用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続的な医学的管理
又は歯科医学的管理に基づいて、居宅介護支援事業者に対する居宅
サービス計画の作成等に必要な情報提供並びに利用者又はその家族に
対し、居宅サービスの利用に関する留意事項、介護方法等についての指
導、助言等を行っていますか。

□ □

②指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、利用者又はその家族か
らの介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又はその家
族に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指導又は助
言を行っていますか。

□ □

③②に規定する利用者又はその家族に対する指導又は助言については、
療養上必要な事項等を記載した文書を交付するよう努めていますか。

→文書の交付（　有　・　無　）
□ □

④指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な居宅サー
ビスが提供されるために必要があると認める場合又は居宅介護支援事業
者若しくは居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援
事業者又は居宅サービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅
サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行っていますか。

□ □

⑤④に規定する居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対する
情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参加
することにより行わなければなりませんが、サービス担当者会議に参加し
ていますか。

→サービス担当者会議への参加（　有　・　無　）

□ □

⑥⑤の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な
場合については、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対し
て、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行わ
なければなりませんが、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付
していますか。

→情報提供又は助言の内容を記載した文書の交付（　有　・　無　）

□ □

⑦それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容
について、速やかに診療記録に記録していますか。

□ □

（２）薬剤師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に掲げるところに
よるものとする。

①指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の指
示(薬局の薬剤師による指定居宅療養管理指導にあっては、医師又は歯
科医師の指示に基づき当該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画)に基
づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活の自
立に資するよう、妥当適切に行っていますか。

□ □

１４．指定居宅療養管
理指導の具体的取扱
方針

条例第９４条
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

②指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨
とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しや
すいように指導又は説明を行っていますか。 □ □

③常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な
把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供していますか。

□ □

④指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な居宅サー
ビスが提供されるために必要があると認める場合又は居宅介護支援事業
者若しくは居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援
事業者又は居宅サービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅
サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行っていますか。

□ □

⑤④に規定する居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対する
情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参加
することにより行わなければなりませんが、サービス担当者会議に参加し
ていますか。

→サービス担当者会議への参加（　有　・　無　）

□ □

⑥⑤の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な
場合については、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対し
て、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行わ
なければなりませんが、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付
していますか。

→情報提供又は助言の内容を記載した文書の交付（　有　・　無　）

□ □

⑦それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容
について、速やかに診療記録に記録するとともに、医師又は歯科医師に
報告していますか。 □ □

（３）歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定居宅療養管理指導の方針
は、次に掲げるところによるものとする。

①指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の指
示に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生
活の自立に資するよう、妥当適切に行っていますか。

□ □

②指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨
とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しや
すいように指導又は説明を行っていますか。 □ □

③常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な
把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供していますか。

□ □

④それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容
について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯科医師に
報告していますか。 □ □

１４－２．指定介護予
防居宅療養管理指導
の具体的取扱方針

予防条例第９５条

（１）医師又は歯科医師の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方針
は、次に掲げるところによるものとする。

①指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等に
より常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続的な医
学的管理又は歯科医学的管理に基づいて、介護予防支援事業者等に対
する介護予防サービス計画の作成等に必要な情報提供並びに利用者又
はその家族に対し、介護予防サービスの利用に関する留意事項、介護方
法等についての指導、助言等を行っていますか。

□ □

②指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、利用者又はそ
の家族からの介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又
はその家族に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指
導又は助言を行っていますか。

□ □

１４．指定居宅療養管
理指導の具体的取扱
方針

条例第９４条
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

１４－２．指定介護予
防居宅療養管理指導
の具体的取扱方針

予防条例第９５条

③②に規定する利用者又はその家族に対する指導又は助言については、
療養上必要な事項等を記載した文書を交付するよう努めていますか。

→文書の交付（　有　・　無　） □ □

④指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な
介護予防サービスが提供されるために必要があると認める場合又は介護
予防支援事業者若しくは介護予防サービス事業者から求めがあった場合
は、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対し、介護予防
サービス計画の作成、介護予防サービスの提供等に必要な情報提供又
は助言を行っていますか。

□ □

⑤④に規定する介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対
する情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に
参加することにより行わなければなりませんが、サービス担当者会議に参
加していますか。

→サービス担当者会議への参加（　有　・　無　）

□ □

⑥⑤の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な
場合については、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に
対して、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して
行わなければなりませんが、情報提供又は助言の内容を記載した文書を
交付していますか。

→情報提供又は助言の内容を記載した文書の交付（　有　・　無　）

□ □

⑦それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指
導の内容について、速やかに診療録に記録していますか。

□ □

（２）薬剤師の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方針は、次に掲げる
ところによるものとする。

①指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科
医師の指示(薬局の薬剤師による指定介護予防居宅療養管理指導にあっ
ては、医師又は歯科医師の指示に基づき当該薬剤師が策定した薬学的
管理指導計画)に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅に
おける日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行っていますか。

□ □

②指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行
うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、
理解しやすいように指導又は説明を行っていますか。 □ □

③常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な
把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供していますか。

□ □

④指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な
介護予防サービスが提供されるために必要があると認める場合又は介護
予防支援事業者若しくは介護予防サービス事業者から求めがあった場合
は、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対し、介護予防
サービス計画の作成、介護予防サービスの提供等に必要な情報提供又
は助言を行っていますか。

□ □

⑤④に規定する介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対
する情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に
参加することにより行わなければなりませんが、サービス担当者会議に参
加していますか。

→サービス担当者会議への参加（　有　・　無　）

□ □

⑥⑤の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な
場合については、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に
対して、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して
行わなければなりませんが、情報提供又は助言の内容を記載した文書を
交付していますか。

→情報提供又は助言の内容を記載した文書の交付（　有　・　無　）

□ □
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

１４－２．指定介護予
防居宅療養管理指導
の具体的取扱方針

予防条例第９５条

⑦それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指
導の内容について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯
科医師に報告していますか。

□ □

（３）歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定介護予防居宅療養管理指導
の方針は、次に掲げるところによるものとする。

①指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科
医師の指示に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅におけ
る日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行っていますか。

□ □

②指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行
うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、
理解しやすいように指導又は説明を行っていますか。 □ □

③常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な
把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供していますか。

□ □

④それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指
導の内容について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯
科医師に報告していますか。 □ □

１５．利用者に関する
市への通知

条例第９７条準用条例
第２６条
予防条例第９３条準用
予防条例第５１条の３

　利用者が以下のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してそ
の旨を市に通知していますか。

(1)正当な理由なくサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要
介護状態の程度を増進させたと認められるとき
(2)偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたと
き

□ □

（１）管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行っていますか。

➢他の業務を兼務する場合、管理すべき事業所数が過剰であると判断さ
れるなど事業所の管理業務に支障はないか。 □ □

（２）管理者は、従業者に居宅療養管理指導の運営に関する基準を遵守さ
せるため必要な指揮命令を行っていますか。

□ □

１７．運営規程

条例第９５条
予防条例第９１条

　事業者は、指定居宅療養管理指導事業所ごとに、次に掲げる事業の
運営についての重要事項に関する規程（運営規程)を定めていますか。

（１）事業の目的及び運営の方針
（２）従業者の職種、員数及び職務の内容
（３）営業日及び営業時間
（４）指定居宅療養管理指導の種類及び利用料その他の費用の額
（５）通常の事業の実施地域
（６）虐待の防止のための措置に関する事項
（７）その他運営に関する重要事項

□ □

（１）事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所
ごとに居宅療養管理指導従業者の勤務体制（日々の勤務時間、職務の
内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等）を定めていますか。 □ □

（２）当該事業所の居宅療養管理指導従業者によってサービスを提供し
ていますか。

➢雇用契約その他契約により、管理者の指揮命令が従業者に対して及
ぶ者であるか。

□ □

１６．管理者の責務

条例第９７条準用条例
第５５条
予防条例第９３条準用
予防条例第５３条

１８．勤務体制の確保
等

条例第９７条準用条
例第３１条
予防条例第９３条準
用予防条例第７２条
の２
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

１８．勤務体制の確保
等

条例第９７条準用条
例第３１条
予防条例第９３条準
用予防条例第７２条
の２

（３）居宅療養管理指導従業者の資質の向上のために、その研修の機
会を確保していますか。

➢事業所の外部で開催される研修については情報の取得、従業者への
周知に努め、内部で開催する研修については、計画的に実施すること
が望ましい。

□ □

（４）適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われ
る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必
要かつ相当な範囲を超えたものにより居宅療養管理指導従業者の就業
環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を
講じていますか。

□ □

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの
提供を継続的に実施し、非常時の体制で早期の業務再開を図るための
計画（業務継続計画）を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じてい
ますか。

□ □

（２）居宅療養管理指導従業者に対し、業務継続計画について周知する
とともに、必要な研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施しています
か。 □ □

（３） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計
画の変更を行っていますか。

□ □

２０．衛生管理等

条例第９７条準用条
例第３２条
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の３

（１） 居宅療養管理指導従業者の清潔の保持及び健康状態について、
必要な管理を行っていますか。

・居宅療養管理指導従業者が感染源となることを予防し、また、居宅療
養管理指導従業者を感染の危険から守るための対策を講じているか。

・居宅療養管理指導従業者に、定期的な健診等を受診させているか。

□ □

（２）事業所の設備、備品等について、衛生的な管理に努めています
か。

➢手指を洗浄するための設備や感染を予防するための備品等を備え、
衛生的な管理が出来ているか。

□ □

（３） 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲
げる措置を講じていますか。

①当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる。）を
おおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、居宅療
養管理指導従業者に周知徹底を図ること。
②当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針
を整備すること。
③当該事業所において、居宅療養管理指導従業者に対し、感染症の予
防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

□ □

２１．掲示

条例第９７条準用条例
第３３条
予防条例第９３条準用
予防条例第５４条の４

　事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、居宅療養管理
指導従業者の勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する
と認められる重要事項を掲示していますか。

・重要事項を事業所の見やすい場所に掲示しているか。
・掲示内容が実際のサービス内容と一致しているか。

※重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関
係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる。

□ □

１９．業務継続計画の
策定等

条例第９７条準用条
例第３１条の２
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の２の２

※令和６年４月１

日より、義務化と

なります。

※令和６年４月１

日より、義務化と

なります。
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

(１)従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその
家族の秘密を漏らしていませんか。

➢研修等の機会を利用して周知徹底するなどの対策を講じているか。 □ □

(２)事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、
その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ
う、必要な措置を講じていますか。

➢従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めをお
くなどの対策を講じているか。（誓約書や就業規則）

□ □

(３)事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を
用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場
合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ていますか。

➢個人情報を用いる場合は、利用者（家族）に適切な説明（利用の目
的、配布される範囲等）がされ、文書による同意を得ているか。

□ □

２３．居宅介護支援事
業者に対する利益供
与の禁止

条例第９７条準用条例
第３６条
予防条例第９３条準用
予防条例第５４条の７

　事業者は、居宅介護支援事業者（※）又はその従業者に対し、利用者に
対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品
その他の財産上の利益を供与していませんか。
　
※介護予防事業においては、介護予防支援事業者 □ □

（１）事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を
設置する等の必要な措置を講じていますか。 □ □

（２）事業者は、（１）の苦情を受け付けた場合は、その内容等を記録し
ていますか。

□ □

（３）事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報で
あるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向
けた取組を行っていますか。 □ □

（４）事業者は、提供したサービスに関し、市が行う文書その他の物件の
提出等に応じ、利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとと
もに、市から指導又は助言を受けた場合は、その指導又は助言に従っ
て必要な改善を行っていますか。

　→事例：（　有　・　無　）

□ □

（５）事業者は、市からの求めがあった場合には、（４）の改善の内容を
市に報告していますか。

　→事例：（　有　・　無　） □ □

（６）事業者は、提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して、国
民健康保険団体連合会が行う調査に協力し、国民健康保険団体連合
会からの指導又は助言を受けた場合は、その指導又は助言に従って必
要な改善を行っていますか。

　→事例：（　有　・　無　）

□ □

２２．秘密保持等

条例第９７条準用条
例第３４条
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の５

２４．苦情処理

条例第９７条準用条
例第３７条
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の８
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

２４．苦情処理

条例第９７条準用条
例第３７条
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の８

（７）事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合に
は、（６）の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しています
か。

　→事例：（　有　・　無　）

□ □

２５．地域との連携等

条例第９７条準用条例
第３８条
予防条例第９３条準用
予防条例第５４条の９

（１）事業者は、提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して、市
等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業
に協力するよう努めていますか。

「市が実施する事業」
　→介護相談員派遣事業、老人クラブ、婦人会、その他の非営利団体、住
民の協力を得て行う事業が含まれる。

□ □

（２）事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサー
ビスを提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対して
もサービスの提供を行うよう努めていますか。 □ □

（１）事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した
場合は、市、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連
絡を行うとともに、必要な措置を講じていますか。

　→事故事例（　有　・　無　）
　→事故対応マニュアル等（　有　・　無　）

□ □

（２）事業者は、（１）の事故の状況及び事故に際して採った処置につい
て記録していますか。また、事故が生じた際にはその原因を解明し、再
発生を防ぐための対策を講じていますか。

　→事故の記録（ 有 ・ 無 ）
  →有の場合、市への報告（　有　・　無　）
　→従業者への周知（　有　・　無　）
　→周知の方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ □

（３）事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故
が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っていますか。

➢賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に
加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましい。

　→損害賠償保険への加入　（　有　・　無　）

□ □

２７．虐待の防止

条例第９７条準用条
例第３９条の２
予防条例第９３条準
用第５４条の１０の２

　事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措
置を講じていますか。

①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ
電話装置等を活用して行うことができる。）を定期的に開催するととも
に、その結果について、居宅療養管理指導従業者に周知徹底を図るこ
と。
②事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。
③事業所において、居宅療養管理指導従業者に対し、虐待の防止のた
めの研修を定期的に実施すること。
④①から③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

□ □

２８．会計の区分

条例第９７条準用条例
第４０条
予防条例第９３条準用
予防条例第５４条の１
１

　事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、居宅療養管理指導の
事業の会計とその他の事業の会計を区分していますか。

□ □

２９．記録の整備

条例第９６条
予防条例第９２条

（１）事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備して
いますか。

□ □

２６．事故発生時の対
応

条例第９７条準用条
例第３９条
予防条例第９３条準
用予防条例第５４条
の１０

※令和６年４月１

日より、義務化とな

ります。
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適 不適

点検項目
及び根拠法令等

確認事項
点検結果 「不適」の場合の事由

及び改善方法、その他

２９．記録の整備

条例第９６条
予防条例第９２条

（２）事業者は、利用者に対する指定居宅療養管理指導の提供に関する
次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存していますか。

①具体的なサービスの内容等の記録
②市への通知に係る記録
③苦情の内容等の記録
④事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

□ □

３０ ．電磁的記録等

条例第２７６条
予防条例第２６６条

Ⅴ　変更の届出等
介護保険法第７５条

介護保険法第１１５条
の５

　当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定め
る事項に変更があったとき、又は休止した当該事業を再開したときは、１０
日以内に、事業を廃止し又は休止しようとするときは、その廃止又は休止
の日の一月前までに、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を市に
届け出ていますか。

①事業所の名称及び所在地
➁代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
③登記事項証明書又は条例等
④事業所の病院、診療所、薬局又は訪問看護ステーションの別及び提供
する居宅療養管理指導の種類
⑤事業所の平面図
⑥事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所
⑦運営規程
⑧その他指定に関し必要と認める事項

□ □

２　指定居宅（介護予防）サービス事業者及び指定居宅（介護予防）サービスの提供に
当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」
という。）のうち、条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される
ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法によ
ることができる。

１　指定居宅（介護予防）サービス事業者及び指定居宅（介護予防）サービスの提供に
当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、条例の規定において書面
（被保険者証に関するものを除く。）で行うことが規定されている又は想定されるものに
ついては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。
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